ＦＡＸ送付のご案内
会員各位

大阪府歯科保険医協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　大阪市浪速区幸町1-2-33
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号06-6568-7731
厚労省、オンライン義務化の意見募集！（10月23日までに）

先生のご意見を送付してください！

10月10日にレセプトオンライン請求の義務化を定めた厚生労働省令の改正案について、パブリックコメント（意見募集）が公示されました。提出期限は10月23日となっており、11月上旬にも施行することとしています。案の詳細について、インターネットをご利用できる先生は、以下の保団連ホームページアドレスをご覧下さい。

http://hodanren.doc-net.or.jp/news/iryounews/091013pub.html
省令改正案及び告示案では、以下（2枚目の囲み部分）のように示されています。
今回の省令改正案は、小規模・高齢などの理由によりオンライン請求が困難である医療機関に配慮したものですが、あくまでオンライン請求の義務化を前提としています。これは、民主党がINDEX2009医療詳細版の中でかかげた「レセプトオンライン請求を『完全義務化』から『原則化』に改める」との政権公約及び保団連に寄せられたオンライン請求に関する政党アンケート（8/6実施）からも「義務化」は撤回されるものと考えていましたが、改正案は多くの医療機関が「義務化」免除にならないものであり容認できません。
1人でも多くの先生方が意見を提出いただくよう、ご協力をよろしくお願い申し上げます。
意見提出方法（添付のＦＡＸ送付状をご活用下さい！）
【意見提出上の注意】

意見は日本語で記載してください。また、個人の場合は住所・氏名・年齢・職業を、法人の方は法人名・所在地を記載してください。

※「個人又は法人の属性に関する情報については、寄せられたご意見とともに公表させていただくことがありますので、あらかじめご了承願います」とされていますので、ご留意下さい。

【意見の提出方法】

ファクシミリの場合（別添のＦＡＸ送付状に上記の注意に従って記載の上、送付下さい）。
ファクシミリ番号：03-3504-1210

厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室あて

電子メールの場合

厚生労働省ホームページの以下のアドレスをご参照いただき、決められた提出方法に基づいて送信をお願いいたします。なお、提出の際の様式については以下のホームページをご覧下さい。
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2009/10/h1009-3.html
電子メールアドレス：seikyushorei@mhlw.go.jp

厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室あて

郵送の場合

〒100-8916 東京都千代田区霞が関1-2-2

厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室あて
※郵送の場合も添付のＦＡＸ送付状に記載の上、送付いただいて結構です。

省令改正案及び告示案の内容
（ＦＡＸ番号03-3504-1210　番号にお間違いの無いようにご注意下さい）

ＦＡＸ送付状
厚生労働省保険局総務課
保険システム高度化推進室　担当殿
「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令の一部を改正する省令（案）について」及び「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令附則第４条第２項に規定する厚生労働大臣が定める日を定める告示（案）（仮称）について」に対する意見







 [氏名]　　　　　　　　　　　（　　歳）





[企業名・団体名及び部署名]　　　　　　　　　　　　　　　　　





[〒・住所] 〒　　　－　　　　　　


　　　　　住所


[電話番号] 　　　－　　　　　－　　　　　　　　


[ファクシミリ番号] 　　　－　　　　　－　　　　　　　　





[意見]


・該当箇所　　ページ　　行目





・意見内容








・理由


























※意見を述べたい内容に該当するページ数及び行数（下線部）をＦＡＸ送付状にご記入下さい。


【省令改正案】


①手書きレセプトで、医科医療機関は年間3600件、歯科医療機関は年間2000件以下のものについては義務化を免除する。（1ページ21行目）


②常勤の医師、歯科医師がすべて65歳以上の診療所について、義務化を免除する。（2ページ1行目）


③電子レセプトに対応していないレセコンのリース期間又は減価償却期間（リース期間等）が終わるまで義務化を猶予する。（2ページ10行目）


④平成22年4月診療分から義務化の対象となる、レセコンのある医科医療機関の義務化を同年7月診療分（8月10日請求分）からとする。（3ページ7行目）


⑤以下の個別事情がある場合は猶予又は免除


(ｱ)電気通信回線設備の機能に障害が生じたもの（2ページ25行目）


(ｲ)レセプトコンピュータ販売業者、通信回線業者等と契約済みであるが、納入・工事等の対応が遅れたもの（2ページ26行目）


(ｳ)電子媒体で請求可能な医療機関であって代行送信の体制が整っていないもの（2ページ28行目）


(ｴ)改築工事中、又は仮の施設で営業中であるもの（2ページ30行目）


(ｵ)概ね１年以内に廃止又は休止の計画を定めているもの（2ページ31行目）


(ｶ)その他特に困難な事情があると認められるもの（2ページ32行目）





【告示案】


・すでに義務化されている400床未満の病院（電算対応）等の対応期限を、平成21年11月30日（12月診療分から）とする。（3ページ19行目）








